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匝瑳市地域おこし協力隊員（移住・定住促進分野）募集要項 

 

１　募集の目的 

匝瑳市には、豊かな自然や地域の人とのつながり、多様な暮らし方など、この地域ならで

はの魅力があります。一方で、移住を考える方にとっては、住まい探しや地域との関わり方

など、実際に暮らし始めるまでに不安や迷いも少なくありません。 

本市では、空き家バンクやお試し住宅などを通じて、移住を検討する方が地域を知り、暮

らしを体験しながら、自分に合った生活を見つけられるような取組を進めています。 

今回募集する地域おこし協力隊は、空き家や住まいをきっかけに、移住希望者と地域をつ

なぐ役割を担っていただきます。物件の紹介だけでなく、地域の人との出会いや関わりづく

りを支えながら、「この地域で暮らしてみたい」と思えるきっかけを一緒につくっていく仕

事です。 

現場に出て人と関わり、一緒に手足を動かし、汗をかきながら、移住希望者と地域との距

離を縮めていく。そうした活動から、新しい人の流れと本市の移住・定住促進につなげてい

く仲間を募集します。 

 

２　求める人物像 

次のような想いを持ち、地域とともに活動できる方を歓迎します。 

【活動への姿勢】 

・　人と地域をつなぐことや、移住・定住支援に関心がある方 

・　地域の人と一緒に考え、話し合いながら関係を築き、物事を進めていける方 

・　現場に出て、手足を動かし、汗をかきながら課題に向き合い、柔軟に動ける方 

・　任期後も地域との関わりを続けていく意思がある方 

・　米づくりなどの半自給的な暮らしや、家・店舗などを自ら修繕・活用し、生業につな

げるなど、半農半 Xの暮らし方に関心がある方 

 

【歓迎する経験・スキル等】 

特定の資格や経験の有無は問いませんが、現場に入り込みながら一緒に考え、動き、形

にしていける方を重視します。そのうえで、次のようなことに関心がある方や、取組んだ

ことがある方は、その力を業務に生かすことができます（必須ではありません）。 

〈空き家・住まいの活用に関すること〉 

・　空き家活用や住まいづくり（不動産・建築・リフォーム・DIY）に関すること 

・　住宅・不動産に関わる実務経験（仲介・営業・設計・施工など） 

〈受入・地域活動に関すること〉 

・　利用者対応（接客）や地域との調整・受入に関わること 

・　宿泊施設、ゲストハウス、観光、接客などの運営経験 
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３　活動内容 

　地域おこし協力隊は、受入団体である NPO 法人 SOSA Project　 に所属し、住まいを入口

に、移住・定住支援に取り組みます。相談対応や運営に加え、新しい取り組みの提案や企画

にも挑戦していただけます。 

　（１）　空き家バンク事業の推進及び空き家活用支援 

空き家バンク事業を通じて、移住希望者に対する住まいの選択肢を広げ、空き家

の有効活用による移住・定住の促進につなげる取組を行います。 

　【活動内容】 

・　空き家所有者へのヒアリング、情報整理、登録支援 

・　利用希望者への相談対応、現地案内、マッチング支援 

・　空き家の利活用支援（DIY やリノベーションなど） 

・　活用事例の発信や新たな活用方法の提案 

【具体的な活動成果例】 

・　空き家バンク登録物件の増加 

・　登録物件と利用希望者のマッチング創出（移住・定住件数） 

・　空き家活用事例の創出 

　（２）　お試し住宅事業の運営及び展開 

移住希望者が地域での暮らしを具体的にイメージできるよう、お試し住宅事業の

運営及び利用環境の充実に関する取組。 

【活動内容】 

・　利用相談対応、予約調整、滞在中のフォロー 

・　地域案内や生活情報の提供 

・　住宅の維持管理や改善提案 

・　新規住宅候補の検討や運営方法の企画提案 

【具体的な活動成果例】 

・　地域の特色（里山・海）を生かしたお試し住宅の展開 

・　利用者数の増加 

・　移住希望者が暮らしを具体的にイメージできる環境づくり 

（３）　その他、市及び受入団体が必要と認める移住定住促進に関する活動 

　　　　上記の内容に加え、市及び受入団体が実施する移住定住促進に関する取組。また、

必要に応じた運営支援や企画提案。 

【活動内容】 

・　移住相談対応及び現地案内 

・　地域住民や関係団体との連携・調整 

・　体験プログラム（田んぼ作業、里山整備等）や地域交流事業の運営支援 

・　移住・定住につながる情報発信 

・　関連・企画イベントや相談会等への参加 

(※)
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４　市の概況 

匝瑳市は、千葉県北東部に位置し、北部には田園風景が広がる農村地域、南部には九十九

里浜に面した海辺の地域が広がっています。 

東京都心からは車や鉄道でおおむね１時間３０分程度、また、市の北部は成田空港からも

２０分程度と近く、国内外への移動にも比較的アクセスしやすい立地にあります。 

市内には日常生活に必要な商業施設や医療機関、学校などがそろっており、生活の利便性

を確保しながら、自然の近くで暮らすことができます。 

また、地域には昔ながらの集落や商店街、地域行事が残り、人とのつながりを感じながら

暮らせる環境があります。海辺では海のある暮らし、内陸部では農ある暮らしなど、地域ご

とに異なる生活スタイルを選ぶこともできます。 

近年は空き家を活用した移住や二拠点居住なども少しずつ広がっており、自分に合った暮

らし方を模索する人にとって、選択肢の広がる地域となっています。 

 

５　応募条件 

応募に当たり、次に掲げる条件を全て満たす必要があります。 

（１）　地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条に規定する欠格条項に該

当しない者であること。 

（２）　次のいずれかの要件に該当する者であること。 

ア　隊員の委嘱を受ける前において、別表左欄に掲げる転出地に住所を有し、かつ、

当該住所に生活の拠点を置いている者で、隊員の委嘱を受けた後において、直ち

に別表左欄に掲げる転出地の区分に応じ、同表右欄に定める転入地に住民票を異

動し、かつ、当該住民票に記載された住所に生活の拠点を置くことができる者 

イ　他の市町村において、隊員であった者（同一地域において２年以上隊員として

活動し、かつ、解嘱から１年以内の者に限る。） 

ウ　語学指導等を行う外国青年招致事業（以下「ＪＥＴプログラム」という。）の終

了者（２年以上ＪＥＴプログラム参加者として活動し、かつ、ＪＥＴプログラム

終了から１年以内の者に限る。） 

（３）　委嘱される前の１年間に市内に住所を定めておらず、委嘱された後、直ちに市

内に住所を定める意思のある者 

（４）　心身ともに健康で、地域の活性化に意欲と情熱を有し、住民と協力して誠実か

つ積極的に活動できる者 

（５）　普通自動車免許を有している者又は委嘱までに取得する見込みのある者 

（６）　Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ等のパソコン作業及びＳＮＳ等を用いる情報発信に必要

な一般的な操作ができること。 
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６　勤務条件・福利厚生 
 

待遇 内容

 
（１）　募集人数 ２名

 
（２）　任用形態 匝瑳市地域おこし協力隊設置要綱に基づき、匝瑳市長が委嘱します。 

※　匝瑳市との雇用関係はありません。

 
（３）　委嘱期間 委嘱の日から令和 9年 3月 31 日まで 

・　年度途中に委嘱された場合も、委嘱期間は令和 9年 3月 31 日まで

となります。 

・　活動状況や実績を勘案の上、委嘱期間の延長（最長 3 年（条件に

よっては最長 5年）まで）があります。

 
（４）　報償費 月額 291,000 円 

（支給時に所得税（税率 10.21%）が控除されます。） 

活動日数が特別な事由がなく月 20 日に満たない場合、1 日あたり　　

14,550 円の日割り計算で支給。

 
（５）　勤務時間 月 160 時間程度 

１日あたり 7時間 45分、月 20日間の活動を想定。

 
（６）　住居 下記（８）のとおり、隊員自身で住居を確保していただきます。

 
（７）　福利厚生 市との雇用契約はないため、健康保険や国民年金は隊員自身で負担。

 
（８）　活動に要 

する費用

匝瑳市地域おこし協力隊活動補助金交付要綱に基づき、予算の範囲内で

補助します。 

①　交通費 

車両借上料及び燃料費（または運賃相当額）について、月額 40,000

円（借上料を除く場合は 15,000 円）を限度に市が補助。 

②　家賃（敷金・礼金・共益費、光熱水費等は隊員の自己負担となり

ます。）住居は隊員自身で確保。月額 50,000 円を限度に市が家賃を

補助。 

③　通信費 

活動に使用するパソコンや携帯電話は隊員自身で用意。通信費とし

て月額 5,000 円を限度に市が補助。 

④　その他の活動費 

活動に必要な費用は市の補助を受ける場合があります。

 
（９）　兼業 委嘱期間終了後の定住を目的とする場合、地域おこし協力隊の活動に支

障のない範囲内で兼業が可能です。

 
（10）　市の支援 市は隊員に対して、以下の支援を行います。 

①　年間活動計画の作成 

②　活動に関する総合調整 

③　活動の取組状況及び成果等の情報発信 

④　必要な用具等の確保 

⑤　地域定着のための生活 

⑥　その他、協力隊事業を推進するために必要な支援
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７　応募方法・選考方法について 

（１）　応募方法 

「匝瑳市地域おこし協力隊員応募用紙」に必要事項を記入の上、提出書類を添えて郵送

または持参にて提出してください。 

①　受付期間 

令和８年７月６日（月）から８月２８日（金）まで 

※　郵送の場合、受付期間最終日の必着となります。 

②　提出先 

〒２８９－２１９８　千葉県匝瑳市八日市場ハ７９３番地２ 

匝瑳市役所企画課 まちづくり戦略室 

③　提出書類 

ア　匝瑳市地域おこし協力隊員応募用紙 

匝瑳市ホームページからダウンロードしてください。 

イ　「４　応募条件（２）」に該当することを確認するための書類 

・　「４　応募条件（２）ア」に該当する者は、住民票抄本（個人） 

・　「４　応募条件（２）イ」に該当する者は、地域おこし協力隊員委嘱書等 

の写し 

・　「４　応募条件（２）ウ 」に該当する者は、ＪＥＴ絆大使任命書の写し 

ウ　普通自動車運転免許証の写し 

（２）　選考方法 

選考は、以下の２段階で行います。 

①　一次審査（書類選考） 

提出された書類を審査し、選考結果を応募者全員に通知します。 

②　二次審査（面接選考） 

　　　　一次審査を合格した方に対して、匝瑳市内で個人面接を行います。 

面接日は、令和８年９月１７日（木）を予定しています。 

場所やその他詳細については、一次審査合格者に通知します。 

　（３）　合否通知 

　　二次審査を受けた方の全員に対して、合否を通知します。 

 

８　質問等 

募集に関するご質問は、電子メールにて受け付けます（様式自由）。 

※　お電話での質問は受け付けておりませんのでご注意ください。 

【問合せ先】 

匝瑳市役所 企画課 まちづくり戦略室 

電子メール：k-senryaku@city.sosa.lg.jp 
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※　（参考）NPO 法人 SOSA Project とは 

 

受入団体である NPO 法人 SOSA Project（代表：髙坂 勝）は、都市部や市内外の

方々の半農暮らし・ナリワイづくり・移住の希望に応える活動を行っています。 

代表的な取組として、田んぼに自分の区画を持ち、田植えから収穫、そしてお

米を食べるところまでを一貫して行う「My 田んぼ」事業があります。 

一般的な農業体験のような一過性のものではなく、田んぼとの関わりを最後ま

でやり切る「貫徹」型の取組であり、暮らしと農を結びつける全国的にも珍しい

活動です。 

「My 田んぼ」事業は、年間 30～35 組程度の新規参加者を受け入れており、その

うち約半数が田んぼを継続して関わり続けています。 

現在も約 70 組が継続的に活動しており、この関わりをきっかけに移住した方々

は匝瑳市周辺に100人程。それぞれがナリワイを起こしたり、農家になったり、半

農半 X として暮らす方も増えています。県外に移住し、「雇われず」に生きる方々

も続出しています。 

（この活動を通じて、当該法人では空き家を 30 軒以上再生させている。） 

さらに、自給的な暮らしを深めるため、DIY や土木作業、山菜採集、味噌や梅干

し、柿酢づくりなど、暮らしの技術を学び実践する活動も行っており、これらの

取組を通じて地域との関わりも広がっています。 

こうした活動全体を通じて、SOSA Project は「地域と移住者をつなぐ役割」を

担っています。 

 

法人の詳細は 

□こちらから
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別表 

 

備考 

１　三大都市圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大

阪府、兵庫県及び奈良県の区域の全部をいう。ただし、平成 17年から平成 27年までの人口減少

率が 11 パーセント以上の市町村を除く。 

２　都市地域とは、条件不利地域に該当しない市町村をいう。 

３　指定都市とは、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第１項の規定により、政

令で指定される人口 50 万人以上の市をいう。 

４　条件不利地域とは、次に掲げる区域を有する市町村をいう。 

（１）　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第 19 号）第２条第１項

の規定による過疎地域、同法施行令附則第３条第１項の規定による特定市町村及び特別特定市

町村、同法施行令附則第４条第１項の規定により特定市町村及び特別特定市町村とみなされる

区域 

（２）　山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項に規定する振興山村 

（３）　離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項に規定する離島振興対策実施地域 

（４）　半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条第１項に規定する半島振興対策実施地域 

（５）　奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）第１条に規定する奄美群島 

（６）　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第４条第１項に規定する小笠原

諸島 

（７）　沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第３条第１号に規定する沖縄 

５　全部条件不利地域とは、条件不利地域のうち過疎地域に該当する市町村（一部過疎除く）、上

記（５）から（７）の対象地域・指定地域に該当する市町村、その区域の全域が振興山村、離

島振興対策実施地域又は半島振興対策実施地域に該当する市町村をいう。 

６　一部条件不利地域とは、条件不利地域のうち、全部条件不利地域以外の市町村をいう。 

７　条件不利区域とは、一部条件不利地域のうち、過疎地域とみなされる区域、振興山村、離島振

興対策実施地域又は半島振興対策実施地域をいう。

 
転出地 転入地

 
三大都市圏内の都市地域 本市の全地域

 
指定都市(条件不利区域を除く。)

 
三大都市圏内の一部条件不利地域のうち条

件不利区域以外の区域

 
三大都市圏外の都市地域 本市の条件不利区域 

(旧野栄町の区域)  
三大都市圏外の一部条件不利地域のうち条

件不利区域以外の区域


